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１． 投資と財源について 

第 1 回審議会において提示した更新需要の見通し（法定耐用年数で更新、法定耐用年数の 1.5
倍で更新、法定耐用年数の 2 倍で更新）に対して、資産の取得に関する収入と支出（資本的収支）
の見通しを示す。 
資本的収入としては、企業債、工事負担金、他会計出資金、他会計補助金、国庫補助金などの
項目がある。資本的支出については、更新需要を基にした建設改良費（事務費、更新事業費、営業
設備費）と企業債償還金の項目がある。 
投資と財源については、第 1 回審議会において提示した法定耐用年数で更新する場合、法定耐用
年数の 1.5 倍で更新する場合、法定耐用年数の 2倍で更新する場合の 3 ケースのほか、更新を行わな
い場合、法定耐用年数の 1.5 倍で更新する場合をベースとして更新需要を平準化する場合の 5 つのケ
ースを示す。 
 

２． 資本的収支項目の条件設定 

投資と財源を示すにあたり、建設改良費（更新需要）以外の収入、支出の各項目については以下
に示す条件で設定するものとする。 
 
１）資本的収支【資本的収入】 

①企業債 
  建設改良事業費の 70％を目安として企業債を借り入れる設定とする。 

②他会計出資金 
  他会計出資金として、消火栓設置費補助金を見込む。この金額については、建設改良事業
費のうち管路工事費の 8％を見込むものとする。 

③他会計補助金 
  他会計補助金として、四箇簡易水道元金償還予定額を見込む。 

④他会計負担金 
  他会計負担金は計上しないものとする。 

⑤他会計借入金 
  他会計借入金は計上しないものとする。 

⑥国庫補助金 
  国庫補助金は計上しないものとする。 

⑦固定資産売却代金 
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  固定資産売却代金は計上しないものとする。 

⑧工事負担金 
  工事負担金として、令和 16 年度までは下水道工事の補償費として 2,000 万円を見込み、
令和 17 年度以降は計上しない。 

⑨その他 
  その他の資本的収入は計上しないものとする。 

 
２）資本的収支【資本的支出】 

①建設改良費（事務費、更新等事業費、営業設備費） 
  職員給与費を含む事務費は、令和 6 年度、令和 7 年度は予算額を計上し、令和 8 年度
以降は令和 7年度の予算額に物価上昇率を乗じた額を計上する。 
なお、物価上昇率は近年の実績より 2.0％とし、令和 11年度までの 5年間上昇を見込むも
のとする。 

  更新等事業費はアセットマネジメントの更新需要の算定結果を用いるものとする。 
  営業設備費は、令和 6 年度、令和 7 年度は予算額を計上し、令和 8 年度以降は令和 3
年度から令和 5年度までの決算額の平均値を一律で計上するものとする。 

②企業債償還金 
  令和5年度までに借り入れた企業債の元金償還計画に新規借り入れ分の元金償還金を加
算して計上する。 

  新規分の企業債償還金は以下の方法で計算する。 
項 目 条件設定内容 

企業債償還金 
 

新規の企業債に対しては、40 年元金均等償還（据え置き
期間 1年）として計算する。 
 

③国庫補助金償還金 
  国庫補助金償還金は計上しないものとする。 

④その他 
  計上しないものとする。 
 
３）資本的収支不足額 
必要となる補填額（資本的収支不足額）を、資本的支出ー資本的収入で算出する。 
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４）物価上昇率について 
物価上昇については全国の消費者物価指数の状況から以下のように設定する。 
2020年を 100 とした場合の 2024年の総合指数が 107.2 となるため、平均の上昇率は 7.2％÷4年
＝1.8％となる。 
このことから物価上昇率を 2.0％と設定するが、将来的な増減の動向についての予測は難しいため、
上昇率を見込む期間は令和 7年度から 11年度までの 5年間とする。 
 

 
https://www.stat.go.jp/data/cpi/sokuhou/nendo/pdf/zen-nd.pdf#page=4 



4 

３． 投資と財源（資本的収支）の見通し 

前述までの条件設定に基づき、投資と財源（資本的収支）の見通しを推計した結果を以降に示す。 
 
１）更新をしない場合：CASE０ 
ケース 0 として更新の投資をしない場合のシミュレーション結果を示す。 
この場合、収入は元金償還金に充てるための他会計補助金のみとなり、支出は企業債元金償還金
のみとなる。 
新規の企業債は発生しないため、元金償還金は年々減少し、約 8千万円まで減少する。 
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資本的支出―資本的収入で計算される収入の不足額は主に元金償還分となり、5.7億円から年々
減少する。令和 37 年度までの累計額は 74億円となる。 
新規の企業債は発生しないため、企業債残高は年々減少し、令和 6 年度末時点で 73 億円の残
高が令和 37年度には 4億円まで減少する。 
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２）法定耐用年数で更新する場合：CASE１ 
ケース 1 として法定耐用年数で更新する場合のシミュレーション結果を示す。 
法定耐用年数で更新するため、更新費用がケースの中で最も大きくなり、平準化もされていないため、
推計初年度の令和 6年度に建設改良費が偏る。 
発生する建設改良費の 70％を企業債で賄うため、新規分の企業債償還金が年々増加し、令和 6
年度に 6億円である元金償還金は令和 37年度には 8.6 億円まで増加する。 
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資本的支出―資本的収入で計算される収入の不足額は年平均 11 億円となり、令和 37 年度まで
の累計額は 312 億円となる。 
新規の企業債の発行額も大きく、令和 5 年度時点で約 80 億円の企業債残高は令和 6 年度には
140 億円となり、令和 37年度には約 190 億円まで増加する。 
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３）法定耐用年数の 1.5 倍で更新する場合：CASE２ 
ケース２として法定耐用年数の 1.5 倍で更新する場合のシミュレーション結果を示す。 
法定耐用年数の 1.5 倍で更新するため、ケース 1 よりは更新費用が抑えられているが、平準化はされ
ていないため、推計初年度の令和 6年度に建設改良費が 22 億円と大きくなる。 
発生する建設改良費の 70％を企業債で賄うが、新規分の企業債償還金の増加量よりも、既存借
入分の減少が大きいため、令和 6 年度に 6 億円である元金償還金は令和 37 年度には 4.5 億円まで
減少する。 
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資本的支出―資本的収入で計算される収入の不足額は年平均6.6億円となり、令和 37年度まで
の累計額は 200 億円となる。 
企業債残高の推移については、令和 5 年度時点で約 80 億円の企業債残高が増減を繰り返しなが
ら令和 37 年度には約 95億円まで増加する。 
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４）法定耐用年数の２倍で更新する場合：CASE３ 
ケース３として法定耐用年数の２倍で更新する場合のシミュレーション結果を示す。 
法定耐用年数の 2 倍で更新するため、更新費用が少なく平準化もされていないため極端に建設改
良費が少ない年度もみられる。 
発生する建設改良費の 70％を企業債で賄うが、新規分の企業債償還金の増加量よりも、既存借
入分の減少が大きいため、令和 6 年度に 6 億円である元金償還金は令和 37 年度には 2.8 億円まで
減少する。 
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資本的支出―資本的収入で計算される収入の不足額は年平均4.7億円となり、令和 37年度まで
の累計額は 144 億円となる。 
企業債残高の推移については、令和 5 年度時点で約 80 億円の企業債残高が令和 23 年度までに
37 億円まで減少し、その後増加するものの令和 37 年度の企業債残高は約 63 億円にとどまる。 
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（千円） 企業債残高の推移
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５）投資と財源の見通しに対する考察 
ケース０からケース３までの投資と財源の見通しの結果より、以下のことが考察される。 
 
  ケース 0 の結果から、既存借り入れ分の元金償還金だけで令和 37 年度までに 74 億円の支
出が発生することがわかる。 

  ケース１の結果より、法定耐用年数で更新する場合は、借入れの金額が大きくなるため企業
債償還金や企業債残高が大きくなり、必要となる補填額も 312億円と大きくなるため、当年
度分損益勘定留保資金や純利益、自己資金などで補填するのが難しくなることが予想され
る。 

  ケース３の結果より、法定耐用年数の 2 倍で更新する場合は、事業量が少ないため事業量
の増減が大きく安定しないことや、資産の健全性が維持されないなどの問題がある。企業債
残高や償還金は少なくなるが、後の世代に先送りした事業が大きくなるため課題を先送りし
ているだけとなる。 

  ケース 2 の結果より、法定耐用年数の 1.5 倍で更新する場合は、借入による企業債残高や
償還金のバランスもよく、必要となる補填額も 200 億円に抑えられるため、当年度分損益勘
定留保資金や純利益、自己資金などで補填することができる範囲と考えられる。 
このことから、法定耐用年数の 1.5 倍で更新する場合の事業規模をベースとし、優先的に更
新する資産や先送りする資産などを調整して平準化したものを採用するのが望ましい。 

 
以降に、ケース０からケース３までの投資と財源の見通しを表形式で示す。 
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更新をしない場合：ケース０ 資本的収支の推移（税込み） 
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法定耐用年数で更新する場合：ケース１ 資本的収支の推移（税込み） 
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法定耐用年数の 1.5 倍で更新する場合：ケース２ 資本的収支の推移（税込み） 
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法定耐用年数の２倍で更新する場合：ケース３ 資本的収支の推移（税込み） 
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４． 投資の最適化と最適化後の投資・財源の見通し 

前述までの条件設定に基づき、投資と財源（資本的収支）の見通しを推計した結果を以降に示す。 
 
１）構造物及び設備の更新費用の調整（平準化）について 
構造物及び設備について、法定耐用年数の 1.5 倍で更新する場合の更新需要を調整し、事業費を
平準化する。 
事業費の調整（平準化）については以下の考え方を用いるものとした。 
 
  法定耐用年数の 1.5 倍で更新した場合の構造物及び設備の更新需要について、優先的に
更新する資産、更新を先送りする資産、更新が必要ない資産などについて分類し、平準化を
図る。 

  ありあけ浄水場の機械・電気設備等については、包括委託の中で更新を行うため、別途作
成している包括委託の設備更新計画（法定耐用年数の 1.5 倍をベースとして調整）に基づ
き事業費を計上する。 
なお、大牟田市と荒尾市の共同浄水場であるため、包括委託の更新費用の 71.4％を見込
むものとする。 

  調整前後の構造物及び設備の更新需要の推計結果を次ページに示す。 
ありあけ浄水場の設備更新費用が見込みよりも高額となっているため、全体の費用が増加す
ることになり、調整前は年平均1.7億円/年であった更新費が、調整後は2.3億円/年となる。 
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構造物及び設備の更新需要の調整（平準化）前後の比較 

 

 
 
 

 

 
※金額は税抜き 

（単位：千円）

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32 R33 R34 R35 R36 R37

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051 2052 2053 2054 2055 合計 平均額

構造物及び設備 380,025 130,965 134,918 313,978 1,118 55,419 5,297 31,348 106,114 10,736 1,637,452 27,902 916 262,504 156,325 176,528 180,530 41,141 405,869 366,107 64,558 93,692 16,620 69,212 141,996 43,741 119,434 81,036 60,518 194,556 146,731 53,821 5,511,107 172,222

土木 23,429 0 0 100,576 0 0 0 0 1,089 0 18,997 1,916 0 34,245 1,219 0 10,710 30,706 6,493 100,576 0 0 1,916 0 1,089 0 9,584 0 1,219 17,873 0 0 361,637 11,301

建築 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 255 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9,714 0 0 0 0 0 0 9,969 312

建築設備 50,334 0 0 0 0 0 0 6,307 3,256 0 104,874 0 0 3,308 0 0 3,256 0 14,727 0 43,126 0 0 0 3,256 0 3,952 6,307 0 0 43,126 0 285,829 8,932

機械 12,803 0 23,473 9,330 0 0 0 1,781 4,057 0 1,325,566 0 0 185,554 0 2,177 7,042 0 31,364 25,860 0 3,322 2,215 1,781 4,057 0 6,531 23,473 0 0 0 0 1,670,386 52,200

電気 149,599 5,372 28,710 923 0 7,925 1,628 0 16,461 0 17,222 0 0 1,026 50,137 5,372 103,570 0 282,119 8,848 16,745 28,710 0 0 48,119 23,310 1,628 10,528 480 36,375 40,108 0 884,915 27,654

計装 66,183 115,158 447 176,910 0 24,348 0 0 53,552 0 26,173 0 0 12,842 83,229 159,872 28,069 0 447 204,003 0 20,310 6,510 0 57,776 0 26,173 12,842 38,114 115,158 60,862 44,714 1,333,692 41,678

管路 29,083 0 11,667 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,585 0 0 0 0 0 0 0 0 59,345 0 0 0 0 1,585 2,351 0 0 105,616 3,301

その他 48,594 10,435 70,621 26,239 1,118 23,146 3,669 23,260 27,699 10,736 144,365 25,986 916 25,529 20,155 9,107 27,883 10,435 70,719 26,820 4,687 41,350 5,979 8,086 27,699 10,717 71,566 27,886 19,120 22,799 2,635 9,107 859,063 26,846

工種
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（千円） 法定耐用年数の1.5倍で更新する場合の更新需要

土木 建築 建築設備 機械 電気 計装 管路 その他

（千円）

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32 R33 R34 R35 R36 R37

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051 2052 2053 2054 2055 合計 平均額

構造物及び設備 105,151 235,620 35,116 13,393 250,879 167,009 250,738 235,862 225,748 483,249 530,312 224,156 169,254 151,211 209,049 139,601 254,997 234,743 789,202 489,859 140,457 260,449 53,767 69,437 41,455 250,549 28,406 202,892 154,415 260,869 263,180 473,015 7,394,040 231,064

土木 0 70,010 0 9,584 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9,584 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 89,178 639

建築 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9,714 255 0 0 0 9,969 332

建築設備 0 0 0 599 0 2,511 0 0 0 31,025 0 0 983 0 0 599 2,205 0 11,912 14,727 0 983 0 0 24,214 2,511 0 599 41,066 2,709 983 0 137,626 4,588

機械 5,322 0 0 0 21,528 0 0 189,464 196,529 407,776 362,169 159,405 0 0 0 15,037 0 2,177 0 25,322 0 0 0 3,322 1,781 6,062 0 0 0 205,994 196,529 405,995 2,204,412 73,303

電気 16,685 6,640 0 0 112,257 8,402 4,908 0 1,628 0 80,595 0 0 6,769 156,428 86,450 170,455 125,985 622,470 430,607 0 0 1,861 25,262 4,908 0 1,628 23,310 1,506 9,502 8,680 10,354 1,917,290 63,132

計装 13,370 135,900 0 447 116,452 155,517 245,444 20,310 0 9,861 41,681 64,365 136,150 126,298 50,316 35,781 57,083 56,520 95,123 17,599 137,919 245,444 20,310 16,771 0 136,357 24,668 151,183 69,753 40,596 33,920 55,576 2,310,714 72,048

管路 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 13,252 0 0 0 59,345 0 0 0 0 0 0 72,597 2,420

その他 69,774 23,070 35,116 2,763 642 579 386 26,088 27,591 34,587 45,867 386 32,121 18,144 2,305 1,734 25,254 50,061 50,113 1,604 2,538 770 31,596 24,082 10,552 46,274 2,110 18,086 41,835 2,068 23,068 1,090 652,254 18,647
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（千円） 法定耐用年数の1.5倍で更新する場合の更新需要（平準化案）
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２）管路の更新費用の調整（平準化）について 
管路について、法定耐用年数の1.5倍で更新する場合の更新需要を調整し、事業費を平準化する。 
事業費の調整（平準化）については以下の考え方を用いるものとした。 
 
  法定耐用年数の 1.5倍で更新した場合の管路の更新需要をベースとして平準化を行うものと
する。 

  法定耐用年数の 1.5 倍で更新した場合の管路の更新需要は、令和 6 年度から令和 37 年
度までに 139 億円となり、年平均 4.3 億円となる。 
構造物及び設備の更新需要がありあけ浄水場設備更新費用の増加などもあり、年平均 6
千万円程度増加したことから、管路更新は年間 3億円の事業費を見込むものとする。 

  地震被害の受けやすい管路や老朽化が進んでいる管路、避難所等への重要管路ルートなど
から優先的に更新（耐震化）を進めていくものとし、平準化した事業費を目安に管路更新
事業を実施するものとする。 

  調整前後の管路を含めた更新需要の推計結果を次ページに示す。 
ありあけ浄水場の設備更新費用が見込みよりも高額となっている分について管路工事費で調
整し、調整前は年平均 6.1 億円/年であった更新費が、調整後は 5.3 億円/年とやや減少す
る結果となった。 
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管路の更新需要の調整（平準化）前後の比較 

 

 
 
 

 

 

 

  

（単位：千円）

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32 R33 R34 R35 R36 R37

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051 2052 2053 2054 2055 合計 平均額

管路（埋設管路） 1,586,922 302,873 444,544 323,531 315,772 774,363 276,996 326,119 257,862 350,845 193,214 362,237 379,232 261,137 306,062 468,841 204,948 262,660 269,618 157,214 160,810 567,519 191,757 1,290,249 743,647 753,357 221,661 249,131 308,261 629,294 503,628 415,217 13,859,521 433,110

工種
R6～R37

（千円）

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32 R33 R34 R35 R36 R37

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051 2052 2053 2054 2055 合計 平均額

管路（埋設管路） 372,727 412,727 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 9,785,454 305,795
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（千円） 法定耐用年数の1.5倍で更新する場合の更新需要（平準化案）

管路（埋設管路）
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全体の更新需要の調整（平準化）前後の比較 

 

 
 

 

 
※金額は税抜き 

（単位：千円）

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32 R33 R34 R35 R36 R37

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051 2052 2053 2054 2055 合計 平均額

管路（埋設管路） 1,586,922 302,873 444,544 323,531 315,772 774,363 276,996 326,119 257,862 350,845 193,214 362,237 379,232 261,137 306,062 468,841 204,948 262,660 269,618 157,214 160,810 567,519 191,757 1,290,249 743,647 753,357 221,661 249,131 308,261 629,294 503,628 415,217 13,859,521 433,110

構造物及び設備 380,025 130,965 134,918 313,978 1,118 55,419 5,297 31,348 106,114 10,736 1,637,452 27,902 916 262,504 156,325 176,528 180,530 41,141 405,869 366,107 64,558 93,692 16,620 69,212 141,996 43,741 119,434 81,036 60,518 194,556 146,731 53,821 5,511,107 172,222

土木 23,429 0 0 100,576 0 0 0 0 1,089 0 18,997 1,916 0 34,245 1,219 0 10,710 30,706 6,493 100,576 0 0 1,916 0 1,089 0 9,584 0 1,219 17,873 0 0 361,637 11,301

建築 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 255 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9,714 0 0 0 0 0 0 9,969 312

建築設備 50,334 0 0 0 0 0 0 6,307 3,256 0 104,874 0 0 3,308 0 0 3,256 0 14,727 0 43,126 0 0 0 3,256 0 3,952 6,307 0 0 43,126 0 285,829 8,932

機械 12,803 0 23,473 9,330 0 0 0 1,781 4,057 0 1,325,566 0 0 185,554 0 2,177 7,042 0 31,364 25,860 0 3,322 2,215 1,781 4,057 0 6,531 23,473 0 0 0 0 1,670,386 52,200

電気 149,599 5,372 28,710 923 0 7,925 1,628 0 16,461 0 17,222 0 0 1,026 50,137 5,372 103,570 0 282,119 8,848 16,745 28,710 0 0 48,119 23,310 1,628 10,528 480 36,375 40,108 0 884,915 27,654

計装 66,183 115,158 447 176,910 0 24,348 0 0 53,552 0 26,173 0 0 12,842 83,229 159,872 28,069 0 447 204,003 0 20,310 6,510 0 57,776 0 26,173 12,842 38,114 115,158 60,862 44,714 1,333,692 41,678

管路 29,083 0 11,667 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,585 0 0 0 0 0 0 0 0 59,345 0 0 0 0 1,585 2,351 0 0 105,616 3,301

その他 48,594 10,435 70,621 26,239 1,118 23,146 3,669 23,260 27,699 10,736 144,365 25,986 916 25,529 20,155 9,107 27,883 10,435 70,719 26,820 4,687 41,350 5,979 8,086 27,699 10,717 71,566 27,886 19,120 22,799 2,635 9,107 859,063 26,846

合計 1,966,947 433,838 579,462 637,509 316,890 829,782 282,293 357,467 363,976 361,581 1,830,666 390,139 380,148 523,641 462,387 645,369 385,478 303,801 675,487 523,321 225,368 661,211 208,377 1,359,461 885,643 797,098 341,095 330,167 368,779 823,850 650,359 469,038 19,370,628 605,332

工種
R6～R37

（千円）

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32 R33 R34 R35 R36 R37

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051 2052 2053 2054 2055 合計 平均額

管路（埋設管路） 372,727 412,727 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 9,785,454 305,795

構造物及び設備 105,151 235,620 35,116 13,393 250,879 167,009 250,738 235,862 225,748 483,249 530,312 224,156 169,254 151,211 209,049 139,601 254,997 234,743 789,202 489,859 140,457 260,449 53,767 69,437 41,455 250,549 28,406 202,892 154,415 260,869 263,180 473,015 7,394,040 231,064

土木 0 70,010 0 9,584 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9,584 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 89,178 639

建築 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9,714 255 0 0 0 9,969 332

建築設備 0 0 0 599 0 2,511 0 0 0 31,025 0 0 983 0 0 599 2,205 0 11,912 14,727 0 983 0 0 24,214 2,511 0 599 41,066 2,709 983 0 137,626 4,588

機械 5,322 0 0 0 21,528 0 0 189,464 196,529 407,776 362,169 159,405 0 0 0 15,037 0 2,177 0 25,322 0 0 0 3,322 1,781 6,062 0 0 0 205,994 196,529 405,995 2,204,412 73,303

電気 16,685 6,640 0 0 112,257 8,402 4,908 0 1,628 0 80,595 0 0 6,769 156,428 86,450 170,455 125,985 622,470 430,607 0 0 1,861 25,262 4,908 0 1,628 23,310 1,506 9,502 8,680 10,354 1,917,290 63,132

計装 13,370 135,900 0 447 116,452 155,517 245,444 20,310 0 9,861 41,681 64,365 136,150 126,298 50,316 35,781 57,083 56,520 95,123 17,599 137,919 245,444 20,310 16,771 0 136,357 24,668 151,183 69,753 40,596 33,920 55,576 2,310,714 72,048

管路 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 13,252 0 0 0 59,345 0 0 0 0 0 0 72,597 2,420

その他 69,774 23,070 35,116 2,763 642 579 386 26,088 27,591 34,587 45,867 386 32,121 18,144 2,305 1,734 25,254 50,061 50,113 1,604 2,538 770 31,596 24,082 10,552 46,274 2,110 18,086 41,835 2,068 23,068 1,090 652,254 18,647

合計 477,878 648,347 335,116 313,393 550,879 467,009 550,738 535,862 525,748 783,249 830,312 524,156 469,254 451,211 509,049 439,601 554,997 534,743 1,089,202 789,859 440,457 560,449 353,767 369,437 341,455 550,549 328,406 502,892 454,415 560,869 563,180 773,015 17,179,494 536,859

工種
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（千円） 法定耐用年数の1.5倍で更新する場合の更新需要（平準化案）

土木 建築 建築設備 機械 電気 計装 管路 その他 管路（埋設管路）
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３）調整後（平準化後）の投資と財源の見通し：CASE４ 
ケース４として法定耐用年数の 1.5 倍で更新する案をベースとして事業費を調整した場合のシミュレー
ション結果を示す。 
法定耐用年数の 1.5倍で更新するケースよりもありあけ浄水場関連の事業費がやや増加したため、建
設改良は全体として大きくなっている。 
発生する建設改良費の 70％を企業債で賄うが、当面は新規分の企業債償還金の増加量よりも、
既存借入分の減少が大きいため、令和 23年度頃までに元金償還金は 2.5 億円程度まで減少する。そ
の後、新規借入分が増加し令和 37 年度には 3.9 億円となる。 
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（千円） 資本的収支の推移
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資本的支出―資本的収入で計算される収入の不足額は年平均6.1億円となり、令和 37年度まで
の累計額は 188 億円となる。 
企業債残高の推移については、令和5年度時点で約80億円の企業債残高は増減しながら最終的
には増加し、令和 37 年度には約 90 億円まで増加する。 
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事業費を調整（平準化）する場合：ケース４ 資本的収支の推移（税込み） 

 
 

 


